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この表紙のデザインは、彩り豊かな食材と円の広がりをモチーフに、多くの人々が協力し、工夫を重ねながら学校給食を支えている姿を表現しています。

愛知県
学校給食会
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財団設立70周年（2025年6月）を機に、定款の「物資」を「食品」に改正し、
新たな歩みをはじめています。

00116199.indd   1500116199.indd   15 2026/03/03   15:412026/03/03   15:41

 

学 校 給 食 の 歴 史

年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

昭和
９月 「学校給食実施ノ趣旨徹底方並ニ学校給食

臨時施設方法」を定め、はじめて国庫補助に

よる学校給食を実施

年度 校数 児童数 備 考

主に米とみそ汁

１人１食６銭４厘

夜間学校の給食奨励

疎開により減少

４月 「学校給食奨励規定」により、栄養的な学校

給食を奨励

３月 決戦非常措置による６大都市の給食実施

月 三省次官通達「学校給食の普及奨励につい

て」により、戦後の学校給食開始

４月 財団法人日本学校衛生会学校給食事業部発

足し、文部省体育局保健課にかわって物資

の取り扱い開始

２月

４月

９月

９市制地区で、ララ物資による捕食給食（お

かず、ミルク）を実施

県学校衛生会学校給食事業部が発足し、県教

育部体育課にかわって物資を取り扱い開始

放出缶詰・脱脂粉乳を愛知軍政部・東海北陸

軍政部の承認を得て、全国に先がけて県下全

小学校に配給。全校捕食給食を実施

３月

７月

学校給食を教育の一環として実施の通達

教育委員会法を制定

月 県教育委員会が発足し、体育保健部保健課で

学校給食を所管

学校給食優良校の県教育委員会表彰制度を

開始

７月

月

保健体育審議会発足し、学校給食分科審議

会を設置

ユニセフから脱脂粉乳の寄贈をうけてミル

ク給食を実施

４月

月

愛知県学校給食連盟設立

ミルク給食モデル校を選定

５月

７月

８月

月

生活保護法に教育扶助を新設し、学校給食

費補助明確化

８大都市でパンによる完全給食を実施

財団法人日本学校給食会認可

第１回全国学校給食研究協議会を開催し、

法制化を要望

３月

４月

７月

月

パン委託加工工場を指定

愛知県学校給食会設立

名古屋市の小学校でパン・ミルクを主体とし

て完全給食を実施

第１回愛知県学校給食研究協議大会を開催

２月

６月

完全給食を全国市制地域に拡大

ガリオア資金による小麦粉寄贈打ち切り

２月 市制地域で完全給食を実施

４月 完全給食を全国市町村地域に拡大

脱脂粉乳に対する国庫補助中止

小麦粉半額国庫補助

１月 町村地域の完全給食を実施

６月

９月

小麦粉にビタミンＢ₁・Ｂ₂を強化

災害給食・ユニセフ給食の実施

９月 号台風被災地にユニセフ給食を実施

６月

月

学校給食法を制定し、法的に実施体制の整備

災害ユニセフ給食打ち切り

４月 研修委嘱校制度を開始

衛生管理要領を制定

８月

月

日本学校給食会法を制定

特殊法人日本学校給食会設立

６月 財団法人愛知県学校給食会設立

小学校給食普及率全国一位

３月

４月

６月

学校給食法を一部改正し、適用範囲を中学校に拡大

小学校準要保護児童の給食費補助を規定

米国贈与小麦粉打ち切り

小麦粉 ｇ当たり１円補助

「夜間課程を置く高等学校における学校給

食に関する法律」を制定

月 第７回全国学校給食研究協議会を愛知県で

開催

１月

３月

４月

５月

学校給食優良学校の文部大臣表彰制度開始

学校給食法を一部改正し、準要保護給食費

補助の適用範囲を中学校に拡大

小学校の調理従事員給与費を地方交付税に

措置

「盲学校、聾学校及び養護学校の幼稚部及び

高等部における学校給食に関する法律」を制定
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年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

昭和
４月 従来の小麦粉購入費補助金制度を改め、流

通経費に対する小麦粉供給事業費補助金制

度に変更

４月

６月

多様化パンを新設

学校給食改善研究校を指定

中性洗剤の使用について指導方針を通知

６月

９月

関係法を改正し、学校栄養職員を教育的専

門職員として制度上明確化

合成殺菌料ＡＦ ２の使用を禁止

４月

９月

月

月

牛乳供給事業費県費補助金制度を創設

Ｌ－リジン強化パンに統一

県学校給食総合センター完成

名の学校栄養職員を県費負担教職員に切

り替え。 年４月までに計 名を切り替え

第１回学校給食調理コンクールを開催

５月

月

国において小麦粉にＬ－リジン源泉強化

リジン論争継続

保健体育審議会から 年度からの米飯の

導入を文部大臣に答申

９月

月

小麦粉へのＬ－リジン強化一時中止決定

（ 月から無強化小麦粉に切り替え）

全国学校給食総合センター運営協議会及び

第２回中日本学校給食研究協議会を愛知県

で開催

２月

月

米飯を学校給食制度上に位置付け

学校給食 周年記念式典を開催

米飯弁当論争継続

３月

５月

月

米飯の導入方針・方法を決定、通知

炊飯委託２工場を指定。以後順次指定

５月中の米飯給食実施状況

・実施校数 校中 校（ ％）

・実施回数月２回（ ％）

・月１回 ％

学校給食 周年・県学校給食会 周年を記

念し「愛知の学校給食」を刊行

学校給食 周年記念第 回県学校給食研究

協議大会を開催

４月

月

米飯給食に多様化を採用

学校給食啓発パンフレット「あいちの学校

給食」～昭和 年版～を創刊

１月

３月

「米飯給食献立集」を作成し、学校給食実

施校全校に配付

「学校給食の管理と指導」三訂版を発行

（ 部）

７月

月

第１回学校給食教室を開催

児童生徒の家庭における栄養調査、食事状

況調査及び体位、体力調査の実施

５月 「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職

員定数の標準に関する法律等の一部を改正

する法律」を制定

３月

４月

７月

「学校給食の栄養指導」を発行

「愛知県生活排水対策推進要綱」に基づき

石けん又は無リンの合成洗剤に切り替え指

導、 月切り替え完了

小中完全給食実施校 ％米飯給食実施

４月

７月

９月

「学校給食栄養基準量」を改訂

第 回全国高等学校給食研究協議会を愛知

県で開催

学校給食「栄養基準量改訂と解説」を発行

１月

６月

７月

昭和 年代初期において、米飯給食週３回

程度の目標を設定

日本学校健康会法を制定

特殊法人日本学校健康会を設立（日本学校

給食会と日本学校安全会を統合）

２月 学校給食用パンの臭素酸カリウムが、Ｌ－

アスコルビン酸に切り替え

３月 行政改革に関する第５次答申 臨時行政調

査会）

６月 年度学校給食用牛乳土曜飲用推進校を指

定

９月 学校給食法制定 周年記念大会を開催

総務省から学校給食関係業務の簡素合理化

についての勧告

３月 「学校給食の栄養価早見表」改訂版を発行

学校給食法制定 周年、愛知県学校給食総

合センター設立 周年記念、第 回愛知

県学校給食研究大会を開催

 

 

年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

昭和

１月

月

月

牛乳 ｍＬ当たり４円の国庫補助

小学校及び中学校の学習指導要領を改訂

学校給食を特別活動の学校行事等に位置付け

アジア極東学校給食セミナー開催

４月 盲・聾・養護学校の完全給食実施率 ％

３月

５月

法人税法を一部改正

県学校給食会が取り扱う物資は免税措置

給食栄養所要量の基準改訂

９月 パンに脱脂粉乳３％を強化

伊勢湾台風被災地に脱脂粉乳の無償配給等

の措置

月 「学校給食に従事する職員の定数確保及び

身分の安定について」を通達

４月

月

「学校保健・給食・安全会執務の手引」を発行

中学校給食推進協議会を開催

「学校給食衛生管理要領」を改訂

４月

６月

８月

月

夜間定時制高等学校夜食費補助制度開始

幼稚部用脱脂粉乳の関税免除

学校給食制度調査会から「学校給食制度の

改善について」文部大臣に答申

学校給食 周年記念式典大会開催

４月 夜間定時制高等学校夜食費補助

脱脂粉乳１人当たり ｇ１円 銭

マカロニ、クラッカーの委託加工開始

４月

５月

給食栄養所要量の基準を改訂

小麦粉にビタミンＡを強化

２月

月

愛知県学校給食完全実施推進委員会発足

周年第 回愛知県学校給食研究協議大会

開催

４月

７月

義務教育諸学校におけるミルク給食一斉実

施のため 億円計上

脱脂粉乳 ｇ当たり４円を国庫補助

ミルク給食論争

３月

４月

「学校給食の管理と指導」を創刊

びん詰加工委託乳開始

県下中学校ミルク給食を実施

２共同調理場開設

６月

７月

８月

共同調理場施設設備整備費補助金交付要綱

を制定

学校栄養職員設置費補助金交付要綱を制定

文部・農林次官通達「学校給食用牛乳供給事

業の実施について」により、牛乳の飲用本格

化

８月

９月

中日本学校給食栄養管理講習会を愛知県で

開催

実施形態のＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ分類を、完全・補

助・ミルク分類に改正

６月 へき地学校給食特別対策要綱を制定し、へ

き地学校給食を推進

４月 パンの小学校基準量目を ｇに改正

４月 高度へき地学校にパン・ミルク給食費補助

制度開始

４月 ソフトスパゲティ式めんを採用

４月 給食用物資低温流通化促進費補助の開始 月 周年記念第 回愛知県学校給食研究協議

大会を開催

７月 小学校学習指導要領を改訂し、学校給食を

特別活動の学級指導に位置付け

４月

月

無漂白パンの供給を開始

第９回全国学校栄養士研究大会を愛知県で

開催

４月 中学校学習指導要領を改訂

学校給食を特別活動の学級指導に位置付け

２月 「学校給食の管理と指導」改訂版を発行

２月

４月

保健体育審議会から、学校給食に改善充実

方策について文部大臣に答申

牛乳 ｍＬ当たり５円 銭補助に引き上げ

米利用実験指定校制度を設置

４月

８月

従来の混合乳を全乳に切り替え、牛乳保冷車

設置費を県費補助

リジンとカルシウムを強化した特別規格パ

ンを設定し、標準パンとの選択制

米利用実験校を指定

全国に先がけて牛乳中のβ ＢＨＣの残留許

容量を 以下にする指導方針を発表

４月

８月

所要栄養量の基準を改訂

小麦粉 ｇ当たり 銭補助

物資流通合理化促進事業の実施三要項を制

定

４月

６月

９月

小麦粉は従来の食糧庁・食糧事務所扱いから

日本学校給食会・県学校給食会扱い

第１回学校給食合理化研究調査会議の開催

県学校給食会「あいち給食だより」創刊

４月 小麦粉 ｇ当たり 銭の補助 ４月

月

県学校給食総合センター建設研究調査費計上

周年記念第 回県学校給食研究協議大会

を開催
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年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

昭和
４月 従来の小麦粉購入費補助金制度を改め、流

通経費に対する小麦粉供給事業費補助金制

度に変更

４月

６月

多様化パンを新設

学校給食改善研究校を指定

中性洗剤の使用について指導方針を通知

６月

９月

関係法を改正し、学校栄養職員を教育的専

門職員として制度上明確化

合成殺菌料ＡＦ ２の使用を禁止

４月

９月

月

月

牛乳供給事業費県費補助金制度を創設

Ｌ－リジン強化パンに統一

県学校給食総合センター完成

名の学校栄養職員を県費負担教職員に切

り替え。 年４月までに計 名を切り替え

第１回学校給食調理コンクールを開催

５月

月

国において小麦粉にＬ－リジン源泉強化

リジン論争継続

保健体育審議会から 年度からの米飯の

導入を文部大臣に答申

９月

月

小麦粉へのＬ－リジン強化一時中止決定

（ 月から無強化小麦粉に切り替え）

全国学校給食総合センター運営協議会及び

第２回中日本学校給食研究協議会を愛知県

で開催

２月

月

米飯を学校給食制度上に位置付け

学校給食 周年記念式典を開催

米飯弁当論争継続

３月

５月

月

米飯の導入方針・方法を決定、通知

炊飯委託２工場を指定。以後順次指定

５月中の米飯給食実施状況

・実施校数 校中 校（ ％）

・実施回数月２回（ ％）

・月１回 ％

学校給食 周年・県学校給食会 周年を記

念し「愛知の学校給食」を刊行

学校給食 周年記念第 回県学校給食研究

協議大会を開催

４月

月

米飯給食に多様化を採用

学校給食啓発パンフレット「あいちの学校

給食」～昭和 年版～を創刊

１月

３月

「米飯給食献立集」を作成し、学校給食実

施校全校に配付

「学校給食の管理と指導」三訂版を発行

（ 部）

７月

月

第１回学校給食教室を開催

児童生徒の家庭における栄養調査、食事状

況調査及び体位、体力調査の実施

５月 「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職

員定数の標準に関する法律等の一部を改正

する法律」を制定

３月

４月

７月

「学校給食の栄養指導」を発行

「愛知県生活排水対策推進要綱」に基づき

石けん又は無リンの合成洗剤に切り替え指

導、 月切り替え完了

小中完全給食実施校 ％米飯給食実施

４月

７月

９月

「学校給食栄養基準量」を改訂

第 回全国高等学校給食研究協議会を愛知

県で開催

学校給食「栄養基準量改訂と解説」を発行

１月

６月

７月

昭和 年代初期において、米飯給食週３回

程度の目標を設定

日本学校健康会法を制定

特殊法人日本学校健康会を設立（日本学校

給食会と日本学校安全会を統合）

２月 学校給食用パンの臭素酸カリウムが、Ｌ－

アスコルビン酸に切り替え

３月 行政改革に関する第５次答申 臨時行政調

査会）

６月 年度学校給食用牛乳土曜飲用推進校を指

定

９月 学校給食法制定 周年記念大会を開催

総務省から学校給食関係業務の簡素合理化

についての勧告

３月 「学校給食の栄養価早見表」改訂版を発行

学校給食法制定 周年、愛知県学校給食総

合センター設立 周年記念、第 回愛知

県学校給食研究大会を開催

 

 

年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

昭和

１月

月

月

牛乳 ｍＬ当たり４円の国庫補助

小学校及び中学校の学習指導要領を改訂

学校給食を特別活動の学校行事等に位置付け

アジア極東学校給食セミナー開催

４月 盲・聾・養護学校の完全給食実施率 ％

３月

５月

法人税法を一部改正

県学校給食会が取り扱う物資は免税措置

給食栄養所要量の基準改訂

９月 パンに脱脂粉乳３％を強化

伊勢湾台風被災地に脱脂粉乳の無償配給等

の措置

月 「学校給食に従事する職員の定数確保及び

身分の安定について」を通達

４月

月

「学校保健・給食・安全会執務の手引」を発行

中学校給食推進協議会を開催

「学校給食衛生管理要領」を改訂

４月

６月

８月

月

夜間定時制高等学校夜食費補助制度開始

幼稚部用脱脂粉乳の関税免除

学校給食制度調査会から「学校給食制度の

改善について」文部大臣に答申

学校給食 周年記念式典大会開催

４月 夜間定時制高等学校夜食費補助

脱脂粉乳１人当たり ｇ１円 銭

マカロニ、クラッカーの委託加工開始

４月

５月

給食栄養所要量の基準を改訂

小麦粉にビタミンＡを強化

２月

月

愛知県学校給食完全実施推進委員会発足

周年第 回愛知県学校給食研究協議大会

開催

４月

７月

義務教育諸学校におけるミルク給食一斉実

施のため 億円計上

脱脂粉乳 ｇ当たり４円を国庫補助

ミルク給食論争

３月

４月

「学校給食の管理と指導」を創刊

びん詰加工委託乳開始

県下中学校ミルク給食を実施

２共同調理場開設

６月

７月

８月

共同調理場施設設備整備費補助金交付要綱

を制定

学校栄養職員設置費補助金交付要綱を制定

文部・農林次官通達「学校給食用牛乳供給事

業の実施について」により、牛乳の飲用本格

化

８月

９月

中日本学校給食栄養管理講習会を愛知県で

開催

実施形態のＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ分類を、完全・補

助・ミルク分類に改正

６月 へき地学校給食特別対策要綱を制定し、へ

き地学校給食を推進

４月 パンの小学校基準量目を ｇに改正

４月 高度へき地学校にパン・ミルク給食費補助

制度開始

４月 ソフトスパゲティ式めんを採用

４月 給食用物資低温流通化促進費補助の開始 月 周年記念第 回愛知県学校給食研究協議

大会を開催

７月 小学校学習指導要領を改訂し、学校給食を

特別活動の学級指導に位置付け

４月

月

無漂白パンの供給を開始

第９回全国学校栄養士研究大会を愛知県で

開催

４月 中学校学習指導要領を改訂

学校給食を特別活動の学級指導に位置付け

２月 「学校給食の管理と指導」改訂版を発行

２月

４月

保健体育審議会から、学校給食に改善充実

方策について文部大臣に答申

牛乳 ｍＬ当たり５円 銭補助に引き上げ

米利用実験指定校制度を設置

４月

８月

従来の混合乳を全乳に切り替え、牛乳保冷車

設置費を県費補助

リジンとカルシウムを強化した特別規格パ

ンを設定し、標準パンとの選択制

米利用実験校を指定

全国に先がけて牛乳中のβ ＢＨＣの残留許

容量を 以下にする指導方針を発表

４月

８月

所要栄養量の基準を改訂

小麦粉 ｇ当たり 銭補助

物資流通合理化促進事業の実施三要項を制

定

４月

６月

９月

小麦粉は従来の食糧庁・食糧事務所扱いから

日本学校給食会・県学校給食会扱い

第１回学校給食合理化研究調査会議の開催

県学校給食会「あいち給食だより」創刊

４月 小麦粉 ｇ当たり 銭の補助 ４月

月

県学校給食総合センター建設研究調査費計上

周年記念第 回県学校給食研究協議大会

を開催
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年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

昭和
４月 従来の小麦粉購入費補助金制度を改め、流

通経費に対する小麦粉供給事業費補助金制

度に変更

４月

６月

多様化パンを新設

学校給食改善研究校を指定

中性洗剤の使用について指導方針を通知

６月

９月

関係法を改正し、学校栄養職員を教育的専

門職員として制度上明確化

合成殺菌料ＡＦ ２の使用を禁止

４月

９月

月

月

牛乳供給事業費県費補助金制度を創設

Ｌ－リジン強化パンに統一

県学校給食総合センター完成

名の学校栄養職員を県費負担教職員に切

り替え。 年４月までに計 名を切り替え

第１回学校給食調理コンクールを開催

５月

月

国において小麦粉にＬ－リジン源泉強化

リジン論争継続

保健体育審議会から 年度からの米飯の

導入を文部大臣に答申

９月

月

小麦粉へのＬ－リジン強化一時中止決定

（ 月から無強化小麦粉に切り替え）

全国学校給食総合センター運営協議会及び

第２回中日本学校給食研究協議会を愛知県

で開催

２月

月

米飯を学校給食制度上に位置付け

学校給食 周年記念式典を開催

米飯弁当論争継続

３月

５月

月

米飯の導入方針・方法を決定、通知

炊飯委託２工場を指定。以後順次指定

５月中の米飯給食実施状況

・実施校数 校中 校（ ％）

・実施回数月２回（ ％）

・月１回 ％

学校給食 周年・県学校給食会 周年を記

念し「愛知の学校給食」を刊行

学校給食 周年記念第 回県学校給食研究

協議大会を開催

４月

月

米飯給食に多様化を採用

学校給食啓発パンフレット「あいちの学校

給食」～昭和 年版～を創刊

１月

３月

「米飯給食献立集」を作成し、学校給食実

施校全校に配付

「学校給食の管理と指導」三訂版を発行

（ 部）

７月

月

第１回学校給食教室を開催

児童生徒の家庭における栄養調査、食事状

況調査及び体位、体力調査の実施

５月 「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職

員定数の標準に関する法律等の一部を改正

する法律」を制定

３月

４月

７月

「学校給食の栄養指導」を発行

「愛知県生活排水対策推進要綱」に基づき

石けん又は無リンの合成洗剤に切り替え指

導、 月切り替え完了

小中完全給食実施校 ％米飯給食実施

４月

７月

９月

「学校給食栄養基準量」を改訂

第 回全国高等学校給食研究協議会を愛知

県で開催

学校給食「栄養基準量改訂と解説」を発行

１月

６月

７月

昭和 年代初期において、米飯給食週３回

程度の目標を設定

日本学校健康会法を制定

特殊法人日本学校健康会を設立（日本学校

給食会と日本学校安全会を統合）

２月 学校給食用パンの臭素酸カリウムが、Ｌ－

アスコルビン酸に切り替え

３月 行政改革に関する第５次答申 臨時行政調

査会）

６月 年度学校給食用牛乳土曜飲用推進校を指

定

９月 学校給食法制定 周年記念大会を開催

総務省から学校給食関係業務の簡素合理化

についての勧告

３月 「学校給食の栄養価早見表」改訂版を発行

学校給食法制定 周年、愛知県学校給食総

合センター設立 周年記念、第 回愛知

県学校給食研究大会を開催
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牛乳 ｍＬ当たり４円の国庫補助

小学校及び中学校の学習指導要領を改訂

学校給食を特別活動の学校行事等に位置付け

アジア極東学校給食セミナー開催

４月 盲・聾・養護学校の完全給食実施率 ％
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５月

法人税法を一部改正

県学校給食会が取り扱う物資は免税措置

給食栄養所要量の基準改訂

９月 パンに脱脂粉乳３％を強化

伊勢湾台風被災地に脱脂粉乳の無償配給等

の措置

月 「学校給食に従事する職員の定数確保及び

身分の安定について」を通達
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月

「学校保健・給食・安全会執務の手引」を発行

中学校給食推進協議会を開催

「学校給食衛生管理要領」を改訂
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６月

８月

月

夜間定時制高等学校夜食費補助制度開始

幼稚部用脱脂粉乳の関税免除

学校給食制度調査会から「学校給食制度の

改善について」文部大臣に答申

学校給食 周年記念式典大会開催

４月 夜間定時制高等学校夜食費補助

脱脂粉乳１人当たり ｇ１円 銭

マカロニ、クラッカーの委託加工開始
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５月

給食栄養所要量の基準を改訂

小麦粉にビタミンＡを強化
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月
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義務教育諸学校におけるミルク給食一斉実

施のため 億円計上

脱脂粉乳 ｇ当たり４円を国庫補助

ミルク給食論争

３月

４月

「学校給食の管理と指導」を創刊

びん詰加工委託乳開始

県下中学校ミルク給食を実施

２共同調理場開設

６月

７月

８月

共同調理場施設設備整備費補助金交付要綱

を制定

学校栄養職員設置費補助金交付要綱を制定

文部・農林次官通達「学校給食用牛乳供給事

業の実施について」により、牛乳の飲用本格

化

８月

９月

中日本学校給食栄養管理講習会を愛知県で

開催

実施形態のＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ分類を、完全・補

助・ミルク分類に改正

６月 へき地学校給食特別対策要綱を制定し、へ

き地学校給食を推進

４月 パンの小学校基準量目を ｇに改正

４月 高度へき地学校にパン・ミルク給食費補助

制度開始

４月 ソフトスパゲティ式めんを採用

４月 給食用物資低温流通化促進費補助の開始 月 周年記念第 回愛知県学校給食研究協議

大会を開催

７月 小学校学習指導要領を改訂し、学校給食を

特別活動の学級指導に位置付け

４月

月

無漂白パンの供給を開始

第９回全国学校栄養士研究大会を愛知県で

開催

４月 中学校学習指導要領を改訂

学校給食を特別活動の学級指導に位置付け

２月 「学校給食の管理と指導」改訂版を発行

２月

４月

保健体育審議会から、学校給食に改善充実

方策について文部大臣に答申

牛乳 ｍＬ当たり５円 銭補助に引き上げ

米利用実験指定校制度を設置

４月

８月

従来の混合乳を全乳に切り替え、牛乳保冷車

設置費を県費補助

リジンとカルシウムを強化した特別規格パ

ンを設定し、標準パンとの選択制

米利用実験校を指定

全国に先がけて牛乳中のβ ＢＨＣの残留許

容量を 以下にする指導方針を発表

４月

８月

所要栄養量の基準を改訂

小麦粉 ｇ当たり 銭補助

物資流通合理化促進事業の実施三要項を制

定

４月

６月

９月

小麦粉は従来の食糧庁・食糧事務所扱いから

日本学校給食会・県学校給食会扱い

第１回学校給食合理化研究調査会議の開催

県学校給食会「あいち給食だより」創刊

４月 小麦粉 ｇ当たり 銭の補助 ４月

月

県学校給食総合センター建設研究調査費計上

周年記念第 回県学校給食研究協議大会

を開催
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年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

平成

３月

５月

９月

月

「学校給食衛生管理の基準」を一部改訂

学校給食の食事内容に関する栄養所要量を

改訂

「学校給食用牛乳供給対策要領」を通知

日本体育・学校健康センターが独立行政法

人日本スポーツ振興センターに移行

１月

４月

８月

９月

月

月

「子どもの食を考えるフォーラム」を県内２

会場で開催

パン 種類にクロワッサンを加え、 種類

食に関する指導者養成講座を開催

中華めん（ラーメン）を採用

県学校給食会が文部科学大臣から学校給食

功労者として表彰

「集まれみんなの食フェスタ」を開催し、「こ

ども食サミット」と「児童生徒料理コンテス

ト本選」を実施

５月 「学校教育法等の一部を改正する法律」を

制定（栄養教諭制度の創設）

２月

４月

県学校給食会が法令改正により厚生労働大

臣の指定検査機関から登録検査機関に変更

「学校を中心とした食育推進事業」を実施

（一宮市）

全てのパンに愛知県産小麦粉を ％配合

ソフトスパゲティ式めんに愛知県産小麦粉

を ％配合に変更

学校栄養職員 年経験者研修を開始

４月

６月

「学校給食衛生管理の基準」を一部改訂

栄養教諭制度の創設

食育基本法を公布、７月施行

８月 第 回全国栄養教諭・学校栄養職員研究大

会を愛知県で開催

３月 食育推進基本計画を策定 ４月

月

任用替えにより初めて栄養教諭を配置

（ 名）

「学校を中核とした学校・家庭・地域の連携

による食育推進事業」を実施（一宮市、豊田

市）

愛知県食育推進計画「あいち食育いきいきプ

ラン」を作成

第１回朝ごはんコンテストを開催

３月 「食に関する指導の手引」を発行 ４月

６月

「学校を中核とした学校・家庭・地域の連携

による食育推進事業」を実施（瀬戸市、豊田

市）

「愛知を食べる学校給食の日」を開始

３月

６月

７月

月

小学校及び中学校の学習指導要領を改訂

し、総則の中で「食育の推進」記述

「学校給食調理場における手洗いマニュア

ル」を発行

「学校のアレルギー疾患に対する取り組み

ガイドライン」を発行

「学校保健法等の一部を改正する法律」を

制定（学校給食法の改正）

「学校給食衛生管理の基準」を一部改訂

「学校給食実施基準」を一部改正

４月

月

全市町村に栄養教諭を配置（ 名）

県教育委員会健康学習課指導主事として栄

養教諭を任用開始

「地域子どもの健康を育む総合食育推進事

業」を実施（瀬戸市、豊田市）

「早寝・早起き・朝ごはん」キャンペーンを

開始

３月

４月

「調理場における洗浄・消毒マニュアル

１」を発行

「学校における米飯給食の推進について」

を通知

「学校給食法」等を改正（食育推進と学校給

食の活用）「学校給食衛生管理基準」の施行

４月 新規栄養教諭を採用開始

新規採用栄養教諭研修を開始

「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を実

施（瀬戸市、田原市）

３月 「食に関する指導の手引（第一次改訂版）」

を発行

「調理場における洗浄・消毒マニュアル

２」を発行

３月

４月

「学校給食における食物アレルギー対応の

手引き」を作成

「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を実

施（大治町）

「食育推進モデル地域事業」を実施（ 小学

校）

パン 種類に米粉パンを加え、 種類

 

年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

昭和
１月

月

体育局長から「学校給食業務の運営の合理

化について」を通知

日本体育・学校健康センター法を公布（学校

給食の普及充実）

３月 「学校給食の管理と指導」四訂版を発行

３月 日本体育・学校健康センター設立

体育局長から「学校給食の食事内容につい

て」「学校栄養職員の職務内容について」を

通知

３月 「愛知県学校給食栄養基準量」を改訂

５月 完全給食実施校の ％が米飯給食実施

箸の使用率 ％

４月 小中学校米飯給食実施校の回数が週２回以

上

７月 文部省の学校給食課と学校保健課が統合さ

れ、学校健康教育課が発足

３月 「学校給食指導の推進を含めた学校栄養職

員の職務内容について」の報告書を公表

平成
元

３月

月

小学校及び中学校の学習指導要領を改訂

学校給食を特別活動の学級活動に位置付け

学校給食 周年記念大会を開催

３月 「特殊教育諸学校における所要栄養量の基

準」を算出

３月

４月

「健康教育の一環として学校給食の在り方

について」の報告書を公表

新規採用学校栄養職員研修を開始

３月 「望ましい食事環境づくりを目指して」の報

告書を公表

３月 学校栄養職員定数の配置基準となる新標準

法第５次 年計画完結

３月 「学校給食の管理と指導」五訂版を発行

４月 栄養教育推進モデル事業が３か年事業とし

て開始

３月 体育局長「学校給食の食事内容について」を

通知

学校給食の所要栄養量の基準を改訂

３月 「選択給食の在り方について」の報告書を公

表

５月

８月

腸管出血性大腸菌Ｏ による食中毒が多

発

体育局長「学校環境衛生の基準の一部改訂」

を通知

４月 教育長「学校給食の食事内容（標準食品構成

表の改訂）について」を通知

４月

６月

体育局長通知「学校給食における衛生管理

の改善充実及び食中毒発生の防止につい

て」で、「学校給食衛生管理の基準」を制定

都道府県衛生管理推進事業を開始

３月

４月

「安全で衛生的な学校給食をめざして」とし

た食中毒防止のための報告書を公表

「学校給食等における生野菜の取り扱いに

ついて」を通知

新規採用後６年目及び 年目の学校栄養職

員研修を開始

４月

６月

健康教育総合推進モデル事業を開始

「『食』に関する指導の充実について」を通

知

月 「特別非常勤講師としての学校栄養職員の

活用について」を通知

５月

８月

「学校給食における食事内容について」を

改訂

「『食』に関する指導」全国研究会を開催

３月

４月

「学校給食の管理と指導」六訂版を発行

給食用米穀を政府米から愛知県産自主流通

米（愛知県産米）に切り替え

９月 学校給食用牛乳供給事業の新制度に移行

４月

月

「楽しい子ども食育推進事業」を実施

（ 小学校）

白玉うどんを採用

パンの種類を従来の８種類から新たに４種

類加え、 種類に変更

第 回全国学校給食研究協議大会を愛知県

で開催

４月 「楽しい子ども食育推進事業」を実施

（新たに 小学校）

パン２種類に愛知県産小麦粉を ％配合
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年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

平成

３月

５月

９月

月

「学校給食衛生管理の基準」を一部改訂

学校給食の食事内容に関する栄養所要量を

改訂

「学校給食用牛乳供給対策要領」を通知

日本体育・学校健康センターが独立行政法

人日本スポーツ振興センターに移行

１月

４月

８月

９月

月

月

「子どもの食を考えるフォーラム」を県内２

会場で開催

パン 種類にクロワッサンを加え、 種類

食に関する指導者養成講座を開催

中華めん（ラーメン）を採用

県学校給食会が文部科学大臣から学校給食

功労者として表彰

「集まれみんなの食フェスタ」を開催し、「こ

ども食サミット」と「児童生徒料理コンテス

ト本選」を実施

５月 「学校教育法等の一部を改正する法律」を

制定（栄養教諭制度の創設）

２月

４月

県学校給食会が法令改正により厚生労働大

臣の指定検査機関から登録検査機関に変更

「学校を中心とした食育推進事業」を実施

（一宮市）

全てのパンに愛知県産小麦粉を ％配合

ソフトスパゲティ式めんに愛知県産小麦粉

を ％配合に変更

学校栄養職員 年経験者研修を開始

４月

６月

「学校給食衛生管理の基準」を一部改訂

栄養教諭制度の創設

食育基本法を公布、７月施行

８月 第 回全国栄養教諭・学校栄養職員研究大

会を愛知県で開催

３月 食育推進基本計画を策定 ４月

月

任用替えにより初めて栄養教諭を配置

（ 名）

「学校を中核とした学校・家庭・地域の連携

による食育推進事業」を実施（一宮市、豊田

市）

愛知県食育推進計画「あいち食育いきいきプ

ラン」を作成

第１回朝ごはんコンテストを開催

３月 「食に関する指導の手引」を発行 ４月

６月

「学校を中核とした学校・家庭・地域の連携

による食育推進事業」を実施（瀬戸市、豊田

市）

「愛知を食べる学校給食の日」を開始

３月

６月

７月

月

小学校及び中学校の学習指導要領を改訂

し、総則の中で「食育の推進」記述

「学校給食調理場における手洗いマニュア

ル」を発行

「学校のアレルギー疾患に対する取り組み

ガイドライン」を発行

「学校保健法等の一部を改正する法律」を

制定（学校給食法の改正）

「学校給食衛生管理の基準」を一部改訂

「学校給食実施基準」を一部改正

４月

月

全市町村に栄養教諭を配置（ 名）

県教育委員会健康学習課指導主事として栄

養教諭を任用開始

「地域子どもの健康を育む総合食育推進事

業」を実施（瀬戸市、豊田市）

「早寝・早起き・朝ごはん」キャンペーンを

開始

３月

４月

「調理場における洗浄・消毒マニュアル

１」を発行

「学校における米飯給食の推進について」

を通知

「学校給食法」等を改正（食育推進と学校給

食の活用）「学校給食衛生管理基準」の施行

４月 新規栄養教諭を採用開始

新規採用栄養教諭研修を開始

「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を実

施（瀬戸市、田原市）

３月 「食に関する指導の手引（第一次改訂版）」

を発行

「調理場における洗浄・消毒マニュアル

２」を発行

３月

４月

「学校給食における食物アレルギー対応の

手引き」を作成

「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を実

施（大治町）

「食育推進モデル地域事業」を実施（ 小学

校）

パン 種類に米粉パンを加え、 種類

 

年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

昭和
１月

月

体育局長から「学校給食業務の運営の合理

化について」を通知

日本体育・学校健康センター法を公布（学校

給食の普及充実）

３月 「学校給食の管理と指導」四訂版を発行

３月 日本体育・学校健康センター設立

体育局長から「学校給食の食事内容につい

て」「学校栄養職員の職務内容について」を

通知

３月 「愛知県学校給食栄養基準量」を改訂

５月 完全給食実施校の ％が米飯給食実施

箸の使用率 ％

４月 小中学校米飯給食実施校の回数が週２回以

上

７月 文部省の学校給食課と学校保健課が統合さ

れ、学校健康教育課が発足

３月 「学校給食指導の推進を含めた学校栄養職

員の職務内容について」の報告書を公表

平成
元

３月

月

小学校及び中学校の学習指導要領を改訂

学校給食を特別活動の学級活動に位置付け

学校給食 周年記念大会を開催

３月 「特殊教育諸学校における所要栄養量の基

準」を算出

３月

４月

「健康教育の一環として学校給食の在り方

について」の報告書を公表

新規採用学校栄養職員研修を開始

３月 「望ましい食事環境づくりを目指して」の報

告書を公表

３月 学校栄養職員定数の配置基準となる新標準

法第５次 年計画完結

３月 「学校給食の管理と指導」五訂版を発行

４月 栄養教育推進モデル事業が３か年事業とし

て開始

３月 体育局長「学校給食の食事内容について」を

通知

学校給食の所要栄養量の基準を改訂

３月 「選択給食の在り方について」の報告書を公

表

５月

８月

腸管出血性大腸菌Ｏ による食中毒が多

発

体育局長「学校環境衛生の基準の一部改訂」

を通知

４月 教育長「学校給食の食事内容（標準食品構成

表の改訂）について」を通知

４月

６月

体育局長通知「学校給食における衛生管理

の改善充実及び食中毒発生の防止につい

て」で、「学校給食衛生管理の基準」を制定

都道府県衛生管理推進事業を開始

３月

４月

「安全で衛生的な学校給食をめざして」とし

た食中毒防止のための報告書を公表

「学校給食等における生野菜の取り扱いに

ついて」を通知

新規採用後６年目及び 年目の学校栄養職

員研修を開始

４月

６月

健康教育総合推進モデル事業を開始

「『食』に関する指導の充実について」を通

知

月 「特別非常勤講師としての学校栄養職員の

活用について」を通知

５月

８月

「学校給食における食事内容について」を

改訂

「『食』に関する指導」全国研究会を開催

３月

４月

「学校給食の管理と指導」六訂版を発行

給食用米穀を政府米から愛知県産自主流通

米（愛知県産米）に切り替え

９月 学校給食用牛乳供給事業の新制度に移行

４月

月

「楽しい子ども食育推進事業」を実施

（ 小学校）

白玉うどんを採用

パンの種類を従来の８種類から新たに４種

類加え、 種類に変更

第 回全国学校給食研究協議大会を愛知県

で開催

４月 「楽しい子ども食育推進事業」を実施

（新たに 小学校）

パン２種類に愛知県産小麦粉を ％配合
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年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

平成

３月

５月

９月

月

「学校給食衛生管理の基準」を一部改訂

学校給食の食事内容に関する栄養所要量を

改訂

「学校給食用牛乳供給対策要領」を通知

日本体育・学校健康センターが独立行政法

人日本スポーツ振興センターに移行

１月

４月

８月

９月

月

月

「子どもの食を考えるフォーラム」を県内２

会場で開催

パン 種類にクロワッサンを加え、 種類

食に関する指導者養成講座を開催

中華めん（ラーメン）を採用

県学校給食会が文部科学大臣から学校給食

功労者として表彰

「集まれみんなの食フェスタ」を開催し、「こ

ども食サミット」と「児童生徒料理コンテス

ト本選」を実施

５月 「学校教育法等の一部を改正する法律」を

制定（栄養教諭制度の創設）

２月

４月

県学校給食会が法令改正により厚生労働大

臣の指定検査機関から登録検査機関に変更

「学校を中心とした食育推進事業」を実施

（一宮市）

全てのパンに愛知県産小麦粉を ％配合

ソフトスパゲティ式めんに愛知県産小麦粉

を ％配合に変更

学校栄養職員 年経験者研修を開始

４月

６月

「学校給食衛生管理の基準」を一部改訂

栄養教諭制度の創設

食育基本法を公布、７月施行

８月 第 回全国栄養教諭・学校栄養職員研究大

会を愛知県で開催

３月 食育推進基本計画を策定 ４月

月

任用替えにより初めて栄養教諭を配置

（ 名）

「学校を中核とした学校・家庭・地域の連携

による食育推進事業」を実施（一宮市、豊田

市）

愛知県食育推進計画「あいち食育いきいきプ

ラン」を作成

第１回朝ごはんコンテストを開催

３月 「食に関する指導の手引」を発行 ４月

６月

「学校を中核とした学校・家庭・地域の連携

による食育推進事業」を実施（瀬戸市、豊田

市）

「愛知を食べる学校給食の日」を開始

３月

６月

７月

月

小学校及び中学校の学習指導要領を改訂

し、総則の中で「食育の推進」記述

「学校給食調理場における手洗いマニュア

ル」を発行

「学校のアレルギー疾患に対する取り組み

ガイドライン」を発行

「学校保健法等の一部を改正する法律」を

制定（学校給食法の改正）

「学校給食衛生管理の基準」を一部改訂

「学校給食実施基準」を一部改正

４月

月

全市町村に栄養教諭を配置（ 名）

県教育委員会健康学習課指導主事として栄

養教諭を任用開始

「地域子どもの健康を育む総合食育推進事

業」を実施（瀬戸市、豊田市）

「早寝・早起き・朝ごはん」キャンペーンを

開始

３月

４月

「調理場における洗浄・消毒マニュアル

１」を発行

「学校における米飯給食の推進について」

を通知

「学校給食法」等を改正（食育推進と学校給

食の活用）「学校給食衛生管理基準」の施行

４月 新規栄養教諭を採用開始

新規採用栄養教諭研修を開始

「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を実

施（瀬戸市、田原市）

３月 「食に関する指導の手引（第一次改訂版）」

を発行

「調理場における洗浄・消毒マニュアル

２」を発行

３月

４月

「学校給食における食物アレルギー対応の

手引き」を作成

「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を実

施（大治町）

「食育推進モデル地域事業」を実施（ 小学

校）

パン 種類に米粉パンを加え、 種類

 

年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

昭和
１月

月

体育局長から「学校給食業務の運営の合理

化について」を通知

日本体育・学校健康センター法を公布（学校

給食の普及充実）

３月 「学校給食の管理と指導」四訂版を発行

３月 日本体育・学校健康センター設立

体育局長から「学校給食の食事内容につい

て」「学校栄養職員の職務内容について」を

通知

３月 「愛知県学校給食栄養基準量」を改訂

５月 完全給食実施校の ％が米飯給食実施

箸の使用率 ％

４月 小中学校米飯給食実施校の回数が週２回以

上

７月 文部省の学校給食課と学校保健課が統合さ

れ、学校健康教育課が発足

３月 「学校給食指導の推進を含めた学校栄養職

員の職務内容について」の報告書を公表

平成
元

３月

月

小学校及び中学校の学習指導要領を改訂

学校給食を特別活動の学級活動に位置付け

学校給食 周年記念大会を開催

３月 「特殊教育諸学校における所要栄養量の基

準」を算出

３月

４月

「健康教育の一環として学校給食の在り方

について」の報告書を公表

新規採用学校栄養職員研修を開始

３月 「望ましい食事環境づくりを目指して」の報

告書を公表

３月 学校栄養職員定数の配置基準となる新標準

法第５次 年計画完結

３月 「学校給食の管理と指導」五訂版を発行

４月 栄養教育推進モデル事業が３か年事業とし

て開始

３月 体育局長「学校給食の食事内容について」を

通知

学校給食の所要栄養量の基準を改訂

３月 「選択給食の在り方について」の報告書を公

表

５月

８月

腸管出血性大腸菌Ｏ による食中毒が多

発

体育局長「学校環境衛生の基準の一部改訂」

を通知

４月 教育長「学校給食の食事内容（標準食品構成

表の改訂）について」を通知

４月

６月

体育局長通知「学校給食における衛生管理

の改善充実及び食中毒発生の防止につい

て」で、「学校給食衛生管理の基準」を制定

都道府県衛生管理推進事業を開始

３月

４月

「安全で衛生的な学校給食をめざして」とし

た食中毒防止のための報告書を公表

「学校給食等における生野菜の取り扱いに

ついて」を通知

新規採用後６年目及び 年目の学校栄養職

員研修を開始

４月

６月

健康教育総合推進モデル事業を開始

「『食』に関する指導の充実について」を通

知

月 「特別非常勤講師としての学校栄養職員の

活用について」を通知

５月

８月

「学校給食における食事内容について」を

改訂

「『食』に関する指導」全国研究会を開催

３月

４月

「学校給食の管理と指導」六訂版を発行

給食用米穀を政府米から愛知県産自主流通

米（愛知県産米）に切り替え

９月 学校給食用牛乳供給事業の新制度に移行

４月

月

「楽しい子ども食育推進事業」を実施

（ 小学校）

白玉うどんを採用

パンの種類を従来の８種類から新たに４種

類加え、 種類に変更

第 回全国学校給食研究協議大会を愛知県

で開催

４月 「楽しい子ども食育推進事業」を実施

（新たに 小学校）

パン２種類に愛知県産小麦粉を ％配合
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年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

令和
２

３月

５月

「学校のアレルギー疾患に関する取り組み

ガイドライン」を改定

「学校における新型コロナウイルス感染症

に関する衛生管理マニュアル～『学校の新

しい生活様式』～」を通知

３

２月

３月

「学校給食実施基準」、「夜間学校給食実施

基準」及び「特別支援学校の幼稚部及び高等

部における学校給食実施基準」の一部改正

「中学生用食育教材」を発行

「災害時における学校給食実施体制の構築

に関する事例集」を公表

第４次食育推進基本計画を策定

「「栄養教諭の配置効果」に関する調査研究

報告書」を公表

「栄養教諭の配置効果を御存知ですか？

‐様々な課題に対する相談指導‐」を公表

３月

４月

第４次食育推進計画「あいち食育いきいきプ

ラン 」を作成

「栄養教諭少経験者研修」を開始

「中堅栄養教諭資質向上研修（前・後期）」を

開始 
白玉うどん、中華めん、きしめん用の小麦粉

の県産割合を ％に引き上げ

４

４月 「令和４年度における新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金の取扱いに

ついて」を通知 

３月

４月

６月

「愛知県学校食育推進の手引（第一次改訂

版）」を発行

パン、ソフトめん用小麦粉の県産割合を ％

に引き上げ

ナン（県産麦入り）の減塩を実施

第 回食育推進全国大会を愛知県で開催 

５

１月

４月

５月

７月

８月

月

「養護教諭及び栄養教諭の資質能力の向上

に関する調査研究協力者会議 議論の取り

まとめ」を公表 
「新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金における 「電力・ガス・食料品

等価格高騰重点支援地方交付金」の活用に

ついて」を通知 
「学校における新型コロナウイルス感染症 
に関する衛生管理マニュアル」を通知 
「養護教諭及び栄養教諭の標準的な職務の

明確化に係る学校管理規則の参考例等の送

付について」を通知

「学校給食費の徴収・管理に係る公会計化

等の推進について」を通知 
「物価高騰等に対応した学校給食費等の保

護者負担軽減及び学校給食を含む学校にお

ける食事提供等の安定的な運営に向けた取

組の推進について」を通知 

６

３月

月

食に関する健康課題対策支援事業「栄養教

諭が行う個別的な相談指導実践事例集」を

発行

「物価高騰等に対応した学校給食費の保護

者負担軽減及び学校給食における安定的な

運営に向けた取組の推進について」を通知

９月 「食に関する健康課題対策支援事業」を実施

（東海市、東浦町）

７

３月

４月

９月

月

食に関する健康課題対策支援事業「栄養教

諭が行う個別的な相談指導実践事例集」を

発行

「栄養教諭等による食に関する指導等の充

実について」を通知

「学校給食の安定的な運営に向けた取組の

推進について」を通知

文部科学省健康教育・食育課が初等中等教

育局から総合教育政策局に移行

３月

４月

ソフトめん用小麦粉の国産割合を ％に引

き上げ

うち県産割合を ％に引き上げ

県立附属中学校、夜間中学校開校に伴い学校

給食を開始

北設楽三町に麺類の供給を開始（県内すべて

の市町村への提供）

赤飯の小豆の割合を ％に引き下げ

８ ３月 「学校給食の管理と指導」八訂版を発行

 

 

年 国 の 動 向 愛 知 の 学 校 給 食

平成

３月 第２次食育推進基本計画を策定

「調理場における衛生管理＆調理技術マ

ニュアル」を発行

「学校給食衛生管理基準の解説‐学校にお

ける食中毒防止の手引き‐」を発行

４月

５月

６月

８月

「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を実

施（安城市）

第２次愛知県食育推進計画「あいち食育いき

いきプラン 」を作成

「愛知を食べる学校給食の日」を年３回に拡

大

学校食育推進者養成講座を開催

３月 「学校給食調理従事者研修マニュアル」を

発行

２月

４月

「愛知県学校食育推進の手引」を発行

「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を実

施（知多市）

新公益法人制度の施行により、公益財団法人

愛知県学校給食会に変更

きしめんを採用

１月

３月

「学校給食実施基準」を一部改正

「学校給食施設・設備の改善事例集」を発行

２月

４月

月

「愛知県学校食育推進の手引〈実践編〉」を発

行

「栄養教諭を中核とした食育推進事業」を実

施（豊田市）

学校食育資料（高校生向け資料）を作成

４月

８月

栄養教諭５年経験者研修を開始

「スーパー食育スクール事業」を実施（北名

古屋市）

パン 種類にナン（県産麦入り）を加え、

種類

第１回学校給食献立コンクールを開催

３月 「学校給食における食物アレルギー対応指

針」を発行

３月

４月

「学校給食における食物アレルギーヒヤリ

ハット事例集」を発行

「学校給食の管理と指導」七訂版を発行

「スーパー食育スクール事業」を実施（西尾

市）

あいちの大根葉ごはんを採用

２月

３月

小学生用食育教材「たのしい食事つながる

食育」を発行

第３次食育推進基本計画を策定

２月

３月

５月

「学校における食物アレルギー対応の手引」

を作成

第３次愛知県食育計画「あいち食育いきいき

プラン 」を作成

県学校給食会「わぁーい給食だ」を創刊

３月

３月

４月

「栄養教諭を中核としたこれからの学校の

食育～チーム学校で取り組む食育推進の

～」を発行

小学校及び中学校の学習指導要領を改訂、

「学校における食育の推進」が明確な位置

付け

教育公務員特例法を一部改正

１月

４月

９月

月

「学校における食物アレルギー対応保護者

向けリーフレット」を発行

「つながる食育推進事業」を実施（瀬戸市）

金芽ロウカット玄米ごはん、三河赤鶏五目ご

はんを採用
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○学校給食法（昭和二十九年六月三日法律第百六十号）

第一章 総則

（この法律の目的）

第一条 この法律は、学校給食が児童及び生徒の心身の健全な発達に資するものであり、かつ、児童及び生

徒の食に関する正しい理解と適切な判断力を養う上で重要な役割を果たすものであることにかんがみ、学

校給食及び学校給食を活用した食に関する指導の実施に関し必要な事項を定め、もつて学校給食の普及充

実及び学校における食育の推進を図ることを目的とする。

（学校給食の目標）

第二条 学校給食を実施するに当たつては、義務教育諸学校における教育の目的を実現するために、次に掲

げる目標が達成されるよう努めなければならない。

一 適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。

二 日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことができる判断力を培い、

及び望ましい食習慣を養うこと。

三 学校生活を豊かにし、明るい社交性及び協同の精神を養うこと。

四 食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることについての理解を深め、生命及び自然を尊重する

精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。

五 食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられていることについての理解を深め、勤労を重んず

る態度を養うこと。

六 我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての理解を深めること。

七 食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に導くこと。

（定義）

第三条 この法律で「学校給食」とは、前条各号に掲げる目標を達成するために、義務教育諸学校において、

その児童又は生徒に対し実施される給食をいう。

２ この法律で「義務教育諸学校」とは、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に規定する小学校、

中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部をいう。

（義務教育諸学校の設置者の任務）

第四条 義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育諸学校において学校給食が実施されるように努めなけれ

ばならない。

（国及び地方公共団体の任務）

第五条 国及び地方公共団体は、学校給食の普及と健全な発達を図るように努めなければならない。

第二章 学校給食の実施に関する基本的な事項

（二以上の義務教育諸学校の学校給食の実施に必要な施設）

第六条 義務教育諸学校の設置者は、その設置する義務教育諸学校の学校給食を実施するための施設として、

二以上の義務教育諸学校の学校給食の実施に必要な施設（以下「共同調理場」という。）を設けることが

できる。

（学校給食栄養管理者）

第七条 義務教育諸学校又は共同調理場において学校給食の栄養に関する専門的事項をつかさどる職員（第

十条第三項において「学校給食栄養管理者」という。）は、教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十

七号）第四条第二項に規定する栄養教諭の免許状を有する者又は栄養士法（昭和二十二年法律第二百四十

五号）第二条第一項の規定による栄養士の免許を有する者で学校給食の実施に必要な知識若しくは経験を

有するものでなければならない。

（学校給食実施基準）

第八条 文部科学大臣は、児童又は生徒に必要な栄養量その他の学校給食の内容及び学校給食を適切に実施

するために必要な事項（次条第一項に規定する事項を除く。）について維持されることが望ましい基準（次

項において「学校給食実施基準」という。）を定めるものとする。

２ 学校給食を実施する義務教育諸学校の設置者は、学校給食実施基準に照らして適切な学校給食の実施に

努めるものとする。
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